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地⽅交付税交付⾦と国庫⽀出⾦の推移
〜地⽅創⽣臨時交付⾦により国庫⽀出⾦が⼤きく増加〜

地⽅⾏財政分野の重点課題

1

地⽅税収等の推移
〜地⽅税収の増加に伴い、地⽅の基⾦残⾼も増加〜

臨時財政対策債･交付税特会借⼊⾦残⾼の推移
〜臨時財政対策債と交付税特会借⼊⾦は引き続き⾼い⽔準〜

地⽅法⼈⼆税等の１⼈当たり税収(2021年)
〜偏在調整後も⼀部の⼤都市に税収が依然集中〜
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市区町村の情報システム経費(2017年度)
〜規模の⼩さい市町村ほど⼤きな負担〜
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全市区町村の情報システム経費合計額：4,786億円
（１⼈当たり： 3,742円）

（市区町村⼈⼝、万⼈）
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（備考）総務省公表資料及び財務省公表資料により作成。左上図：財政調整基⾦･減債基⾦･特定⽬的基⾦は全て決算ベース。地⽅税収⼊額は2021年度までは決算ベース、2022年度は⾒込み。中上図：2020年度までは
＿＿＿＿決算ベース、2021年度･2022年度は⾒込み。右上図：地⽅法⼈⼆税（法⼈事業税・法⼈住⺠税）及び特別法⼈事業譲与税の合計。特別法⼈事業税を含まない。超過課税分等を除く。左下図：決算ベース。
＿＿＿＿中下図：予算ベース。検査促進枠のうち地⽅負担２割は、同枠の⼤半を占める⼀般検査事業分。2021年２⽉より、地⽅負担分の⼀部に地⽅単独事業分等を充当。右下図：当初予算計上ベース。

地⽅創⽣臨時交付⾦予算額の推移
〜協⼒枠･検査枠は原則２割地⽅負担、他10割国負担〜
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特別法⼈事業譲与税による調整後

■国庫補助事業の地⽅負担分 ■地⽅単独事業分
■検査促進枠 ■協⼒要請推進枠等 ■事業者⽀援分
■原油価格･物価⾼騰対応分■電⼒･ガス･⾷料品等価格⾼騰重点⽀援分

協⼒要請推進枠･検査促進枠
を除き国が10割負担

2020 21 22 （年度）

■財政調整基⾦（左軸） ■減債基⾦（左軸）
■特定⽬的基⾦（左軸） 地⽅税収⼊（右軸）
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 ⾜下の地⽅税収増や基⾦の積み上がりも活⽤し、臨時財政対策債の既往債の早期償還や交付税特会借⼊⾦の返済促進などの地⽅
財政健全化を更に進めるべき。偏在性の⼩さい地⽅税体系の構築や地⽅財政の⾒える化の向上などにも引き続き取り組むべき。

 地⽅創⽣臨時交付⾦を平時に戻すとともに、広域連携とシステムの統⼀化･標準化による⾃治体ＤＸや業務改⾰を加速すべき。

地⽅負担は原則２割
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⽇本
英国

フランス
イタリア

カナダ
韓国

ドイツ

理学・数学・統計学 情報・コミュニケーション技術
⼯学・製造・建築 農林⽔産・獣医
健康・福祉 教育
社会科学・ジャーナリズム・情報 経営・政治・法律
芸術・⼈⽂科学 サービス
その他

当初予算 予備費 補正予算 地⽅分

2011 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

科学技術関係予算(政府研究開発投資)の推移
〜第６期基本計画の⽬標30兆円は今後の当初予算のみでも達成される⾒込み〜

（備考）左図：内閣府科学技術・イノベーション事務局資料により作成。右上図：Max Planck Gesellschaft公表資料、 Howard Hughes Medical Institute公表資料及び内閣府資料により作成。
＿＿＿＿右下図：ＯＥＣＤ｢Education at a Glance2022｣により作成。

⽂教･科学技術分野の重点課題
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 科学技術関係予算について、基⾦に計上した資⾦の有効活⽤を図るとともに、計画的に当初予算で措置すべき。
 若⼿研究者が⻑期的な視点に⽴った研究を進められるよう、厳格な評価等を前提に、⻑期間の研究費の助成制度に⾒直すべき。
 学⽣の希望や社会ニーズを反映しやすくなるよう、国⽴⼤学の⼊学枠や⾃然科学系学部の定員を柔軟化すべき。
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第６期（2021〜2025年度）
基本計画での投資規模 30兆円

上記の予算額 30.5兆円

第５期（2016〜2020年度）
基本計画での投資規模 26兆円

実際の予算額：26.1兆円
グリーンイノベーション基⾦

及び⼤学ファンドを含む
場合：28.6兆円

第４期（2011〜2015年度）
基本計画での投資規模 25兆円

実際の予算額：22.9兆円

4.7
5.3

グリーンイノベーション基⾦2.0兆円
及び⼤学ファンド0.5兆円を含む

コロナ関係0.6兆円
⼤学ファンド0.6兆円
半導体関係0.6兆円を含む

中⼩企業⽀援 1.0兆円
⼤学ファンド 0.7兆円
半導体関係 0.8兆円

を含む

2024年度以降は
2023年度本予算
額が同額で推移

した場合

2

⾼等教育機関⼊学者の専攻分野（2020年）
〜医療系を除く理系割合は主要先進国の中でも低い⽔準〜

主要先進国における研究費助成制度の例
〜海外を中⼼に助成期間が⻑期に設定される例が⾒られる〜
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（注）沖縄科学技術⼤学院⼤学の⽀援期間は５年だが、⽇本にはより短期な⽀援期間の制度も多い。

（年度） 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

マックスプランク研究所
（ドイツ）

ハワードヒューズ医学研究所
（⽶国）

沖縄科学技術⼤学院⼤学
（⽇本）

対象分野 医学･⽣物学･化学･物理学･
⼈⽂科学など85分野 医学･⽣物学 物理学･化学･数学･⽣物学

などの⾃然科学分野
助成期間 ５〜９年間 ７年間 ５年間（注）

応募条件 博⼠号取得後６〜７年以内 博⼠号取得後５〜15年
教員を対象に、厳格な審査

の下、研究費を⽀給。助成⾦額 約100万〜200万ユーロ/件
（５〜６年分）

約800万ドル/件
（７年分）
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3

社会資本整備分野等の重点課題

建設後50年以上を経過する社会資本の割合の推移
〜標準的な耐⽤年数の50年超のインフラが急増。効率的に⻑寿命化に取り組むべき〜

社会資本の純資本ストック額の推移
〜既存のインフラの減耗･⽼朽化が進⾏〜

道路橋 トンネル 河川管理施設 下⽔道管渠 港湾施設
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（備考）

800

700

600

500

400

300

200

100
0

14

12

10

8

6

4

2

0
-2

60 70 80 90 10

80

60

40

20

0

営業⽤トラック輸送量の需給の推移
〜2024年⻑時間労働規制適⽤により供給不⾜の⾒込み〜
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（億トン）

2019 2024 2030

営業⽤トラック輸送量の需要
ドライバー不⾜による輸送量の供給不⾜
労働時間規制による輸送量の供給不⾜
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（75％）
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（100％） 18.2
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( ):需要に占める割合

（年度）

9.4（34％）

28.4
4.0
5.4

4.0
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27.6
（14%）
（11%）

（15%）
（19%）

⽔道⾏政の体制強化
〜所管の⼀元化は効率的な官⺠連携導⼊のチャンス〜

2024年４⽉〜現在

⼀元化

地⽅⾃治体レベルでも上下⽔道の連携が強化され
⼀元的なＰＰＰの活⽤等による効率化が可能に

 既存インフラストックの減耗･⽼朽化を踏まえ、広域的･戦略的インフラマネジメントをより重視する必要あり。インフラごと
の特性を踏まえた優先順位付けや最低限の基準設定、広域連携の活⽤、⻑寿命化に向けた効率的な管理･整備を進めるべき。

 物流2024年問題に対して、物流ＤＸによる⽣産性向上とともに、配送慣⾏の効率化･⾒直しなどの担い⼿確保に取り組むべき。

上⽔道
（厚⽣労働省所管）

下⽔道
（国⼟交通省所管）

上下⽔道
（国⼟交通省所管）
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宅配貨物の再配達率と要する運転⼿の推移
〜再配達に多くの労働⼒を要している〜
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（万⼈） （％）
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再配達に要する労働⼒(左軸)

7.25

左上図：内閣府公表資料により作成。右上図：国⼟交通省公表資料により作成。各年３⽉時点。建設年度不明の施設を除き算出。中下図：ＮＸ総合研究所「『物流の2024年問題』の影響について」により作
成。拘束時間年3,300時間以内の推定。現⾏規制3,516時間以内。右下図：国⼟交通省公表資料及び環境省公表資料により作成。再配達率は各年度10⽉時点。再配達に要する労働⼒は「（宅配便個数×再配達率
×１個当たり作業時間）/年間１⼈当たり労働時間により算出。平均労働時間１⽇８時間、１⼈当たり年間労働⽇数250⽇、１個当たり作業時間は0.22時間と仮定。


